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1. 研究背景と目的 

日本では,1960年以降に高度経済成長,人口

増の要因から多くの公共施設が建設されたが,

現在それらの施設は老朽化がみられ建て替えを

行うことが求められている。だが,2000年以降

の人口減少傾向による自治体の税収減から全て

の施設を建て替えることは困難な状況である。

そのような状況から地方自治体では公共施設の

再編が大きな課題とされるが,再編方法が確立

されていないため自治体経営に基づく施設マネ

ジメントを中心に行う傾向がある。 

さらに,公共施設再編に関する学術的研究は,

再編に関連する計画の分析や地域を限定して再

編のプロセスを分析するものが多く,再編方法

に関する研究は少ない。 

本研究は,以上の背景を踏まえて,地方自治体

における公共施設の質と量,サービスを保持し

ながら行える公共施設再編の方法を学術的に確

立することを主目的とする。 

本稿は,研究の一端として,平成 29年 12月か

ら平成 30年８月までに行った公共施設再編を

先行して行う自治体（以下,先行自治体）への実

態調査の結果から実際に計画または施工された

施設の再編状況,再編内容,従前と従後の施設を

多角的に分析,考察することを目的とする。 

2. 研究方法 

 本研究では,平成 29年 12月から平成 30年８

月までに北海道,関東地方,中部地方,関西地方,

九州地方の先行自治体 24自治体に実態調査を

行った。調査は,自治体職員へのヒアリングと職

員ヒアリングから得られた再編に関連する施設

（以下,再編関連施設）の見学・ヒアリングの 2

項目で構成されている。 

本稿では再編関連施設の中でも実施された施

設への調査から得られた結果をもとに, 

1）地方自治体における自治体再編に関連する施

設の再編方法 

2）再編関連施設の構成 

3）施設職員に対するヒアリング 

の 3項目から各項目の分析と項目をクロスした

分析の 2つを行う。そこから先行自治体におけ

る公共施設の再編方法,平面図による計画内容,

施設建設前と建設後の差異を考察する。 

3. 分析対象 

 分析対象は,北海道 12施設,関東地方 1施設,

中部地方８施設,関西地方６施設,中国地方,九

州地方８施設の計 3６施設とする。施設名称は

表 1に示す。表から自治体によって実施してい

る施設の数や用途に違いがみられる。 

4. 再編に関連する施設への実態調査結果 

4.1 自治体職員に対するヒアリングから得ら

れた実施した施設の再編内容 

 自治体職員から得られた再編関連施設の工事

種別と再編方法は表 2でまとめられる。 

北海道では,新築工事,中部地方や九州地方で

は,リノベーション工事を多く行なっている。 

4.2 施設案内図による対象施設の構成 

 対象となる施設の構成を施設の計画内容と案

内図からダイヤグラム化を行う。施設ごとのダ

イヤグラムは図 1のようになる。図をみると,

各施設における施設数や構成が異なる。 

4.3 施設職員へのヒアリング結果 

施設職員へのヒアリングは,36施設中８施設

で行った。ヒアリング内容は,表 3にまとめるこ

とができる。表から,施設職員が考えるメリット

は,施設構成などのハード面のみならず,運営や

利用面などといったソフト面に関する意見があ

る。 
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図 1 施設案内図から導いた施設構成のダイヤグラム 

表 2 対象施設の再編方法 

5. 実態調査結果に基づく分析 

4.でまとめられた調査結果をもとに公共施設

再編を先行する自治体の施設について分析を行

う。 

5.1 自治体職員ヒアリングからみる再編方法 

 4.1における職員ヒアリングから得られた施

設の再編方法をみると,北海道では新築の施設

を建設する傾向があり,複合化のみを行う傾向

がみられる。中部地方や九州地方では,リノベー

ションを行って施設を建設する傾向にあり,九

州地方では,複合化と多機能化を行う傾向がみ

られる。関西地方では,新築とリノベーションを

両方行う傾向にある。その時施設には複合化の

みならず地域拠点化が行われたり,周辺にある

施設の集約化を行う傾向にある。特異な例とし

て茅ヶ崎市では, 都市再生機構が所有する住宅

団地の建て替えによって空いた土地を市が定期

借地権を持ち,民間が施設建設と管理を行って

いる。 

5.2 工事別にみる施設の再編方法 

 本項では,施設の再編内容をまとめた表 2と

施設構成をダイヤグラム化した図 1をもとにク

ロス分析を行うと,図 2のようになる。この結果

を工事種別ごとに分析をする。 

 

表 1 対象施設一覧 
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5.2.1 施設を新築した場合 

新築された施設では,1）複合化のみ,2）複合化

と集約化の 2つの方法がみられる。 

1）では,機能を階層ごとに分ける方法,平面上

で機能を分ける方法がみられる。前者では民間

機能を施設に組み込む事が多く,後者は公共サ

ービスに関連する機能を入れるが,共有の空間

が少ない傾向がある。 

2）でも,複合化と同様に機能を階層ごとに分

ける方法と平面上で機能を分ける方法が取られ

るが,民間機能を施設に組み込む事はみられな

い。 

5.2.2 施設をリノベーションした場合 

リノベーションを行った施設では,1）複合化の

み,2）複合化と多機能化,3）複合化と集約化,4）

複合化と転用化の 4つの方法がみられる。 

1）では,既存の施設の機能を残したまま他の機

能を組み入れる方法が取られている。 

2）は,教育施設をリノベーションした事例が 3

事例中 2事例ある。 

既存の機能を残したまま他の機能を組み込む方

法,既存の機能を廃止し,周辺にある施設の機能

を転用し,多機能化を行う方法がみられる。 

3）では,既存の機能を廃止し,周辺の施設機能

を集約する方法がみられる。 

4）では,既存の機能を一部残したまま,他の機

能に転用する方法がみられる。 

5.2.3 施設を増築した場合 

増築を行なった施設では,1）複合化のみ,2）複

合化と多機能化の 2つの方法がみられる。 

1）は既存の機能を縮小し,他の機能を転用と増

築をする傾向がある。 

2）では既存の施設の周辺に他の施設を増築し,

複合化と多機能化を図る方法がみられる。 

5.3施設職員へのヒアリングからみる課題とそ

の要因 

 本項では,施設構成をダイヤグラム化した図

1と施設職員へのヒアリング結果をまとめた表

3とクロスを行い分析を行う。 

 分析の対象とするのは,施設の構成がわかり,

ヒアリングにおいてメリットとデメリットが判

明した中島中学校＋コミュニティセンター,あ

すぱるの 2施設とする。以下に各施設の考察を

示す。 

１）中島中学校＋コミュニティセンター 

 この施設は,庁舎のリノベーションを行い,中

学校とコミュニティセンター,図書館を入れた

施設である。ヒアリングから「当初は棲み分け

に戸惑ったが,今は慣れている。」「下校時に図書

館を利用する生徒がいる」という意見があった。

棲み分けで戸惑うのは,他の機能に慣れていな

い利用者がいる場合,何かしらのアプローチが

ないといけないことを示している。しかし,利用

者が慣れてくると,複数の施設を利用するとい

う施設利用率の向上がみられる。 

2）あすぱる（通し番号 25） 

この施設では,「活動が容易になったが執務ス

ペースが狭くなった」という意見がある。これ

表 3 施設職員へのヒアリング結果 
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は,施設の構成が階層ごとに別れているため,各

階ごとに執務スペースを設けなくてはいけない

ことが要因と推測される。 

6.まとめ 

本稿における分析結果を以下にまとめる。 

1）再編に関連する施設を地方別にみると,北海

道は新築,中部と九州地方はリノベーション,関

西地方は新築とリノベーション両方で施設を建

設する傾向にある。さらに関西地方では,施設の

複合化に加え,集約化と拠点化,九州地方では多

機能化を行う傾向にある。 

2）工事種別・再編内容・施設の構成の 3つをク

ロスして分析を行うと,工事種別で採用された

再編方法は異なる。 新築工事では複合化を行う

施設が多く,その中でも機能ごとに積層する方

法がとられる。 

3）施設職員へのヒアリングの意見を分析すると,

機能を積層して複合化を行った施設は,スペー

スが以前の施設より狭くなった意見がある。既

存の施設に他の機能を入れた施設では棲み分け

に最初は戸惑うものの,他の機能とのついで利

用がみられる。 
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図 2 再編方法と工事種別,施設構成のダイヤグラムのクロス分析 
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